防災関係法令抜粋
製品準拠法令

	製品
	関係法令
	対象物

	LPガス
	高圧ガス保安法
	高圧ガス

	石化ナフサ･ノルマルパラフィン
	消防法
	危険物（第４類第１石油類）

	混合キシレン
	消防法
	危険物（第４類第２石油類）

	
	毒物及び劇物取締法
	劇物

	ガソリン
	消防法
	危険物（第４類第１石油類）

	ジェット燃料･灯油･軽油
	消防法
	危険物（第４類第２石油類）

	A重油・C重油
	消防法
	危険物（第４類第３石油類）

	アスファルト
	消防法
	指定可燃物（××市条例）

	石油ピッチ
	消防法
	指定可燃物（××市条例）

	硫黄
	消防法
	危険物（第２類硫黄）

	液体アンモニア
	高圧ガス保安法
	高圧ガス

	
	毒物及び劇物取締法
	劇物


１．消防法
（事故時の応急措置等）
第１６条の３　製造所、貯蔵所又は取扱所の所有者、管理者又は占有者は、危険物の流出その他の事故が発生したときは、直ちに引き続く危険物の流出及び拡散の防止、流出した危険物の除去その他災害の発生の防止のための応急の措置を実施しなければならない。
２項　前項の事態を発見した者は、直ちに、その旨を消防署、市町村長の指定した場所、警察署又は海上警備救難期間に通報しなければならない。
（火災発見の通報者）
第２４条　　　火災を発見した者は、遅滞なくこれを消防署又は市町村長の指定した場所に通報しなければならない。

　　　　２項　すべての人は、前項の通報が最も迅速に到達するように協力しなければならない。

1． 高圧ガス保安法

（事故届）

第６３条　第１種製造者、第２種製造者、販売業者、高圧ガスを貯蔵し、又は消費する者、容器製造業者その他、高圧ガス又は容器を取り扱う者は、次に掲げる場合は、遅滞なく、その旨を都道府県知事又は警察署に届け出なければならない。

１号　その所有し、又は占有する高圧ガスについて災害が発生したとき。

３．石油コンビナート等災害防止法

（異常現象の通報義務）

第２３条　特定事業所においてその事業の実施を統括管理する者は、当該特定事業所における出火、石油等の漏洩その他の異常な現象の発生について通報を受け、又は自ら発見したときは、直ちに石油コンビナート等防災計画の定めるところにより、その旨を消防署又は市町村長の指定する場所に通報しなければならない。

４．労働安全衛生法　－　労働安全衛生規則

（事故報告）
第９６条　事業者は、事業所又はその付属建設物内で、次の事故が発生したときは、遅滞なく報告書を所轄労働基準監督署に提出しなければならない。
１号　火災又は爆発の事故

２号　遠心機械、研削といしその他高速回転体の破裂の事故

３号　機械集材装置、巻上機又は索道の鎖又は索の切断の事故

４号　建設物、付属建設物又は機械集材装置、煙突、高架そう等の倒壊の事故
５．毒物及び劇物取締法

（事故の際の措置）
第１６条の２　毒物及び劇物が飛散し、漏れ、流れ出、しみ出、又は地下にしみこんだ場合において、不特定又は多数の者について保健衛生上の危害が生ずるおそれがあるときは、直ちにその旨を保健所、警察署又は消防機関に届け出るとともに、保健衛生上の危害を防止するために必要な応急の措置を講じなければならない。
環境関係法令
	法令名
	主な条項

	環境基本法
	第1条：環境保全に関する理念、基本的事項

第16条：環境基準

	特定工場における公害防止組織の整備に関する法律
	第3～6条：公害防止統括者、公害防止管理者、公害防止管理者及び代理者の選任及び解任届

	大気汚染防止法
	第3､5条：ばい煙排出基準、総量規制

第6､8条：ばい煙発生施設設置･変更届

第16条：ばい煙量等の測定及び記録

第18条：一般粉じん、特定粉じん発生施設設置届他

	特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律
	第19条：使用事業者の努力

	悪臭防止法
	第4､7条：規制基準及び遵守義務
第10条：事故時の通報

	騒音規制法
	第3条：地域の指定
第4､5条：規制基準及び遵守義務

第6､8､10条：特定施設の設置、変更、廃止届

	振動規制法
	第3条：地域の指定

	水質汚濁防止法
	第3､12条：排水基準及び総量規制
第14条：汚濁負荷量の測定及び記録

	工業用水法
	第4､7､9､11条：許可申請、変更、廃止届

	海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律
	第26～29､32､34条：廃油処理及び処理施設等事項
第38条：海上汚染等の通報

	廃棄物処理及び清掃に関する法律
	第12条：廃棄物の処理、保管、運搬基準、管理表等
第15条：産廃処理施設に関する事項

	再生資源の利用の促進に関する法律
	第5条：消費者の協力

	容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律
	第4条：消費者の協力

	公害健康被害の補償等に関する法律
	第52条：汚染負荷量賦課金の納付義務

	環境影響評価法
	第2条：定義□第一種事業□第二種事業

	地球温暖化の推進に関する法律
	第2条：定義（温室効果ガス）
第9条：事業者の事業活動に関する計画等

	特定化学物質の環境への排出量等の把握及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR法）
	第2条：定義（放射性物質を除く）
第3条：化学物質管理指針の策定

第5条：第１種指定化学物質の排出量及び移動量の把握及び届出

第14条：MSDSの提供義務

	ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（PCB処理法）
	第8条：保管等の届出
第10条：期間内の処分

第18条：立入検査

	建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律
	第2条：定義
第6条：発注者の責務

第10条：対象建設工事の届出


２．その他要求事項
	××県条例等
	環境保全の理念、上乗せ基準、重点化学物質の排出量移動量の把握等

	××市条例等
	特定施設の設置届出等、廃棄物の計画書の提出等

	協定書等
	公害防止の理念、年間計画書、事前協議、緊急時及び事故時の措置

	石油業界の地球環境保全自主行動計画
	石油連盟発行の自主行動計画（廃棄物を1990年度を基準年度として2010年度の最終処分量の削減）


















































